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＜主な検討事項 事務局作成メモ＞ 

 
１．就学状況の把握に向けた方策 

●教育委員会による外国人の子供の就学状況把握への支援として、どのような

方策が考えられるか。 

 （例） 

  ・「就学状況調査」で把握した先進事例の横展開 

・定住外国人の子供の就学促進事業（各自治体が行う就学状況調査、就学促

進の取組に対して補助）の拡充、見直し 

・出入国在留管理庁や市町村住民基本台帳部局との情報連携（出国情報の共

有など） 

 

●外国人の就学状況を把握していない自治体もある中で、何らかの制度的な対

応を図ることも考えるべきか。その場合、具体的な方策や課題は何か。 

 （例） 

・教育委員会が外国人の子供の就学状況を把握することや就学促進に関す

る取組を行うことを義務づけ 

・外国人学校に通う子供の保護者に対して、教育委員会に就学状況を報告する

ことを義務づけ（外国人児童生徒についても学齢簿の作成を義務づけ 等） 

・「日本語教育の推進に関する法律」（令和元年法律第 48 号）第 10 条に基づ

き今後作成される基本方針にこうした点を盛り込むことも考えられるか。 

 

２．就学促進に向けた方策 

●就学促進に向けた制度的な対応として、日本人の保護者が負う就学義務に準

じて、子供を教育機関に通わせる等の何らかの義務を外国の子供の保護者に

対しても課すことは考えられるか。その場合、どのような論点があるか。 

 （例） 

・外国人学校での教育や家庭学習を含めるか。その場合、「外国人学校」や「家

庭学習」をどう定義するか。それらにおける教育の質をどう担保するか。 

 ・在留資格や在留期間を考慮する必要があるか。 

 ・外国人に何らかの義務を課す場合に、各国の理解を得て、各国の義務教育制

度との整合性（特に教育課程の調整）をどのようにとるか。 

 ・何らかの義務を課した場合に、受け入れ環境の整備や学ぶ者に対する支援を

どのようにするか。（一条校に通う場合と教育機関で学ぶ場合の整理や財源

について） 

 ・何らかの義務を課した場合、修了認定の基準や効果をどのようにするのか。 
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●地方出入国在留管理局の窓口等で就学案内をすることは考えられるか。 

 

 

３．外国人生徒の高等学校進学の促進方策 

●外国人生徒の高等学校進学を促進するために、高等学校入学者選抜において

どのような取組が考えられるか。 

 （例） 

  ・高等学校入学者選抜における特別枠設定、拡大 

・高等学校入学者選抜における特別の配慮の実施 

・編入学試験の弾力的実施 

また、各都道府県での先進事例について、どのような手段を採れば効果的に

全国展開を図ることが可能となるか。（補助金との紐づけ、公表等） 

 

●高等学校進学後の学習支援として、高等学校においても外国人生徒を特別の

教育課程の適用対象とすることについてどう考えるか。 

 

●外国人学校を卒業した者に対する高等学校入学資格の取扱いが都道府県によ

り異なっている中、県等が当該資格付与をより適切に行う方策についてどう

考えるか。 

 

●現在補助事業で実施している「外国人高校生に対する包括的な教育・支援」（今

年度実施：静岡県、三重県、川崎市、新潟市、大阪市、豊橋市）での活用も含

め、学校と自治体内関係部署、国際交流協会等の外郭団体、NPO 等の民間団体

等の関係機関との連携をどのように図るか。 

特に、 

 ・地域にどのような関係機関があり、どのようなリソースを有していることを 

教育委員会・学校側でどのようにして把握するか。 

・関係機関側からアプローチを図りやすくするために、教育委員会・学校側で

講ずべき方策はあるか。 

 

 ＜参考＞ 

  NPO 法人多文化共生教育ネットワークかながわの取組 

   ・高校入進学ガイダンスの実施 

   ・高校入試ガイドブック（多言語版）の作成 

   ・高校へのコーディネーター・サポーターの派遣 

   ・行政と NPO との支援ネットワーク会議の実施 
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   ・支援者・母語サポーターにより家庭への支援 

   ・学校内の居場所づくり（学校内カフェ） 

 

 



⑥外国人住民の住
民票に反映

①外国人住民の住民
票の記載（作成），消
除又は記載を修正

④氏名，生年月日，性別，
国籍・地域の変更届出，在
留資格の変更許可や在留
期間の更新許可等がなさ
れる。

③通知対象となる外国人
住民や通知先となる市区
町村を把握

市町村連携用サーバ
情報連携端末

総合行政ネットワーク
（LGWAN）

⑤出入国在留管理庁から住民票のある市区町村に下記の事項を遅滞なく通知

・事由（在留カード交付，在留資格変更許可，在留期間更新許可，永住許可，在留特別許可，
特別永住許可，在留資格取得許可，特別永住者証明書発行，氏名・生年月日・性別・
国籍・地域の変更，出国，再入国許可満了，退去強制令書の発付，
在留資格の取消し，在留期間の経過，在留資格を有することなく６０日経過等）

・事由発生年月日
・身分事項等（氏名，生年月日，性別，国籍・地域，住居地，在留資格，在留期間，在留期間等

満了の日，中長期在留者・特別永住者・出生による経過滞在者等である旨，在留
カード（特別永住者証明書）番号等）

②市区町村から出入国在留管理庁に下記の事項を直ちに通知

・事由（転入，転居，転出，出生，失踪，失踪宣告取消，死亡，国籍取得，帰化，国籍喪失等）
・事由発生年月日
・身分事項等（氏名，生年月日，性別，住所，住居地異動前の住所，国籍・地域，住基法第30条

の45の表の上欄に掲げる区分，在留カード等番号，記載・消除・修正の別，根拠
条文，届出年月日，職権による記載等である旨，処理年月日等）

市 町 村 通 知 ・ 市 町 村 伝 達

出 入 国 在 留 管 理 庁 通 知

情報連携



義務教育諸学校への就学手続について 

 

 

 

 上記就学義務を履行させるための事務を就学事務といいます。就学事務は地方

公共団体の自治事務とされ、小・中学校への就学に関する事務は、市町村の教育

委員会が行うこととされています。 

 市町村の教育委員会は、翌年度より小学校又は中学校に就学すべき者（以下

「就学予定者」という。）の保護者に対し、翌学年の初めから二月前までに、小

学校又は中学校の入学期日を通知しなければなりません。（学校教育法施行令第

5条第 1項） 

 市町村内に小学校（中学校）が 2校以上ある場合、この通知において就学予定

者が就学すべき小学校（中学校）を指定することとされており（同令第 5条第 2

項）、多くの市町村教育委員会は、就学校の指定にあたり、あらかじめ通学区域

を設定し、それに基づいて指定を行っています。 

 なお、市町村教育委員会の判断により、就学すべき学校の指定に先立ちあらか

じめ保護者の意見を聴取することもできることとなっています（いわゆる学校

選択制）。（学校教育法施行規則第 32 条第 1項） 

 また、保護者は、就学すべき学校の指定にしたがって、その子を就学させる義

務を負いますが、指定された学校について、保護者の意向や子の状況に合致しな

い場合等において、市町村教育委員会が相当と認めるときには、保護者の申立に

より、市町村内の他の学校に変更することができます。（同令第 8条） 

 市町村教育委員会は、就学校を指定する通知において、この保護者の申立がで

きる旨を示すこととなります。（同規則第 32 条第 2項） 

 さらに、住所を有する市町村以外の市町村の学校に就学させることも、両市町

村間の協議を経て、受入れ校を設置する市町村教育委員会が承認した場合には

可能です（区域外就学）。（同令第 9条） 

 



日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第４８号） 抜粋 

 

（地方公共団体の責務） 
第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、日本語教育の推進に関し、国と

の適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策

を策定し、及び実施する責務を有する。 
（地方公共団体の基本的な方針） 
第１１条 地方公共団体は、基本方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地

方公共団体における日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推

進するための基本的な方針を定めるよう努めるものとする。 
 第５節 地方公共団体の施策 
第２６条 地方公共団体は、この章（第二節を除く。）に定める国の施策を勘案

し、その地方公共団体の地域の状況に応じた日本語教育の推進のために必要

な施策を実施するよう努めるものとする。 
 
 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

（平成２８年法律第１０５号） 抜粋 

（基本理念） 
 第３条  教育機会の確保等に関する施策は、次に掲げる事項を基本理念として

行われなければならない。 
 ４  義務教育の段階における普通教育に相当する教育を十分に受けていない

者の意思を十分に尊重しつつ、その年齢又は国籍その他の置かれている事情に

かかわりなく、その能力に応じた教育を受ける機会が確保されるようにすると

ともに、その者が、その教育を通じて、社会において自立的に生きる基礎を培い、

豊かな人生を送ることができるよう、その教育水準の維持向上が図られるよう

にすること。 
 
 
義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本

指針（平成２９年３月３１日 文部科学省） 抜粋 
 
１． 教育機会の確保等に関する基本的事項 
（３）基本的な考え方 
法第３条においては、次に掲げる事項が基本理念として規定されている。 
４ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育を十分に受けていない



者の意思を十分に尊重しつつ、その年齢又は国籍その他の置かれている事情

にかかわりなく、その能力に応じた教育を受ける機会が確保されるようにす

るとともに、その者が、その教育を通じて、社会において自立的に生きる基

礎を培い、豊かな人生を送ることができるよう、その教育水準の維持向上が

図られるようにすること。 
～中省略～ 
あわせて、多様な背景・事情から、就学に課題を抱える外国人の子供に対す 

 る配慮が必要である。 



【参考】

日本国憲法 （昭和21年11月3日憲法）
第二十六条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。
２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、これを無償と

する。

教育基本法 （平成18年12月22日法律第百二十号）
（義務教育）
国民は、その保護する子に、別に法律で定めるところにより、普通教育を受けさせる義務を負う。 （２～４項省略）

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（Ａ規約） （昭和54年８月４日条約第６号）（抄）
第十三条
一 この規約の締約国は、教育についてのすべての者の権利を認める。
二 この規約の締約国は、一の権利の完全な実現を達成するため、次のことを認める。
（a）初等教育は、義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとすること。
（b）種々の形態の中等教育(技術的及び職業的中等教育を含む。)は、すべての適当な方法により、特に、無償教育の漸進的な導入
により、一般的に利用可能であり、かつ、すべての者に対して機会が与えられるものとすること。

児童の権利に関する条約 （平成６年５月16日条約第２号) （抄）
第二十八条

一 締約国は、教育についての児童の権利を認めるものとし、この権利を漸進的にかつ機会の平等を基礎として達成するため、
特に、

(a）初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとする。
（b）種々の形態の中等教育（一般教育及び職業教育を含む。）の発展を奨励し、すべての児童に対し、これらの中等教育が利用可能
であり、かつ、これらを利用する機会が与えられるものとし、例えば、無償教育の導入、必要な場合における財政的援助の提供のよう
な適当な措置をとる。

外国人の子供の公立義務諸学校への受入れについて

外国人がその保護する子を公立の義務教育諸学校に就学させることを希望する場合には、無償で
受け入れており、教科書の無償給与や就学援助を含め、日本人と同一の教育を受ける機会を保障し
ている。



国名 日本 ドイツ イギリス アメリカ フランス 中国 韓国

外国人の
就学義務

無
州の憲法や教育関連法
令に規定あり（国籍に
よる区別はない）

法令上の規定あり
（国籍による区別は

ない）

通常，各州の教育法に
ある就学義務規定が国
籍の有無に関係なく適

用される。

法令上の規定あり（国
籍による区別はない）

無 無

就学が認め
られる学校

公立，私立
公立，私立（代替学校，

補完学校）※
公立，私立，ホームス

クーリング
公立，私立，ホームス

クーリング
公立，私立，ホームス

クーリング

公立，私立（ただし，
地方が審査し，国が認
めた受入れ資格を持つ
学校のみ，外国人児童
生徒の受入れが可能）

公立，私立

外国人学校
の位置付け

各種学校
私立学校（代替学校，補

完学校）※
私立学校（要認可） 私立学校

主に私立学校やアソシ
アシオンとして存在

日本の各種学校に相当
する機関

設置認可権は地方教育
行政の長にある。私立
学校・各種学校として
認可される場合もある。

備考

※代替学校として認可
されていない，補完学
校としての外国人学校
において就学義務を履
行する場合，例外的に，
学校監督庁の承認が必
要。また，外交官の子
女などについては，国
際法上の原則あるいは
国家間の取り決めに基
づいて，就学が免除さ
れる場合がある。

諸外国における外国人就学に係る制度



大学入学資格について 

 
 
○学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄） 

 

第９０条 大学に入学することのできる者は、高等学校若しくは中等教育学校

を卒業した者若しくは通常の課程による十二年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又

は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認め

られた者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する大学は、文部科学大臣の定め

るところにより、高等学校に文部科学大臣の定める年数以上在学した者（これ

に準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）であつて、当該大学の定

める分野において特に優れた資質を有すると認めるものを、当該大学に入学

させることができる。 

一 当該分野に関する教育研究が行われている大学院が置かれていること。 

二 当該分野における特に優れた資質を有する者の育成を図るのにふさわし

い教育研究上の実績及び指導体制を有すること。 

 

 

○文部科学省ＨＰ「大学入学資格について」 

 

 大学（短期大学を含む。大学院を除く。）の入学資格は以下のいずれかに該当

する方に認められます。（2019 年 1 月時点） 

６．我が国において、外国の高等学校相当として指定した外国人学校（我が国

において、高等学校相当として指定した外国人学校一覧）を修了した者（12

年未満の課程の場合は、さらに、指定された準備教育課程（文部科学大臣指

定準備教育課程一覧）を修了する必要がある。）（昭和 56 年文部省告示第 153

号第 4号、第 5号）【⇒別紙】 





















高校入学資格について 

 

 

○学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄） 

第５７条 高等学校に入学することのできる者は、中学校若しくはこれに準ず

る学校若しくは義務教育学校を卒業した者若しくは中等教育学校の前期課程

を修了した者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学

力があると認められた者とする。 

 

○学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）（抄） 

第９５条 学校教育法第五十七条の規定により、高等学校入学に関し、中学校を

卒業した者と同等以上の学力があると認められる者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。 

１ 外国において、学校教育における九年の課程を修了した者 

２ 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した

在外教育施設の当該課程を修了した者 

３ 文部科学大臣の指定した者 

４ 就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和四十一年文部省令

第三十六号）により、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認定さ

れた者 

５ その他高等学校において、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると

認めた者 

 

○文部科学省ＨＰ「高等学校入学資格 Q＆A」 

Q2 日本にある外国人学校中等部を卒業したことによって高等学校入学資格

を有しますか。 

A2 日本にある外国人学校中等部は中学校ではないため、これを卒業したこと

をもって、高等学校入学資格を有するものではありません。しかしながら、A1

にあるように、中学校卒業程度認定試験を受験し合格した上で、高等学校の入

学者選抜試験を受験することができます。なお、当該生徒の保護者が日本国籍

を有しない場合には、そもそも、その保護者に就学義務は課されていないため、

校長の判断により、各高等学校において、中学校卒業者と同等以上の学力があ

ると認められた者についても、当該高等学校の入学者選抜試験を受験すること

ができます。（学校教育法施行規則第 95 条第 5号） 



高等学校入学者選抜の状況

①高等学校入学者選抜における配慮を行う対象者について

②各学校における特別定員枠の設定状況について

出典「平成３１年度高等学校入学者選抜の改善等に関する状況調査」 1

配慮の対象
となる期限

帰国後

１年程度

帰国後

２年程度

帰国後

３年程度

帰国後

５年程度

帰国後

６年程度
期限・対象者に
関する規定なし

帰国生徒 ４ １８ １７ １ ３ １１

配慮の対象
となる期限

来日後

２年程度

来日後

３年程度

来日後

５年程度

来日後

６年程度

来日後

７年程度
期限・対象者に
関する規定なし

外国人生徒 ３ １８ ６ ２ １ １８

※各都道府県の高等学校入学者選抜実施要項の規定から、配慮の対象となる期限について該当する都道府県の数を記載。
※海外における在住期間によって、配慮の対象となる期限を複数設けている県があるため、合計が47都道府県とはならない。
※「○年以内」、「○年未満」等、県によって期限の規定が異なるため、上記の表では「○年程度」としている。
※「平成○年４月以降に帰国（入国）した者」等の規定に関しては、平成３１年４月の入学時までの期間として算定した。

特別定員枠を設定している

帰国生徒 １８

外国人生徒 １４

※帰国・外国人生徒について、特別定員枠を設定している学校数を回答した都道府県の数を記載。



高等学校入学者選抜の状況

試験教科を

軽減している

学科試験を

実施しない
その他

帰国生徒 １５ ２ ２３

外国人生徒 １３ １ ２５

③帰国・外国人生徒に対する入学者選抜の配慮状況について

④試験教科の軽減の状況について

◎「その他」に該当する内容
・出題文の漢字にルビを振る ・辞書の持ち込みを許可する ・試験時間の延長 等

2

出典「平成３１年度高等学校入学者選抜の改善等に関する状況調査」

国語、数学、外国語(英語)
を実施

数学、外国語(英語)
を実施

５教科(※）から

３教科を自己選択

帰国生徒 １０ ３ ２

外国人生徒 ８ ４ ２

※③の「試験教科を軽減している」都道府県について、それぞれの教科の試験を実施した都道府県の数を記載。
※試験教科については、各都道府県教育委員会の高等学校入学者選抜実施要項により確認した。
※５教科は、国語、社会、数学、理科、外国語（英語）。
※学力検査に加えて、面接や作文を課す都道府県もある。

※入学者選抜の実施に際して、帰国・外国人生徒に対する配慮を実施している都道府県の数を記載。

出典：各都道府県教育委員会の高等学校入学者選抜実施要項



高等学校の編入学の状況

随時実施している 時期を限定して実施している その他

帰国生徒 ２８ １３ １８

外国人生徒 ２４ １４ １９

①編入学試験の実施時期について

②編入学試験の実施方法について

◎「その他」に該当する内容
・学校の判断による ・個別の事情を勘案して判断 ・原則は時期を限定しているが、状況によっては随時実施も可 等

3出典「平成３１年度高等学校入学者選抜の改善等に関する状況調査」

学科試験を

実施している

学科試験を実施してい
るが、試験教科を
軽減している

学科試験を実施して
いない（面接・
作文等のみ）

その他

帰国生徒 ２１ ４ ３ ２５

外国人生徒 ２０ ３ ３ ２６

※編入学試験の実施時期について、それぞれに該当する都道府県の数を記載。
※同一の県において、「随時実施」の高校と、「時期を限定して実施」の高校の両方が存在する、などのケースがあるため、合計が47都道府県にはならない。

※編入学試験の実施方法について、それぞれに該当する都道府県の数を記載。
※同一の県において、「学科試験を実施している」高校と「試験教科を軽減している」高校の両方が存在する、などのケースがあるため、合計が47都道府県にはならない。

◎「その他」に該当する内容
・学校の判断による ・個別の事情を勘案して判断 等



学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号） 抜粋 
 
 

第５６の２ 小学校において、日本語に通じない児童のうち、当該児童の日本語

を理解し、使用する能力に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育する

場合には、文部科学大臣が別に定めるところにより、第５０条第１項、第５１条

（中学校連携型小学校にあっては第５２条の３、第７９条の９第２項に規定す

る中学校併設型小学校にあっては第７９条の１２において準用する第７９条の

５第１項）及び第５２条の規定にかかわらず、特別の教育課程によることができ

る。 

第７９条 第４１条から第４９条まで、第５０条第２項、第５４条から第６８条

までの規定は、中学校に準用する。 

  以下 省略 

  

 ※平成２６年度より実施 
 
 
 
 
第１３１条 特別支援学校の小学部、中学部又は高等部において、複数の種類の

障害を併せ有する児童若しくは生徒を教育する場合又は教員を派遣して教育を

行う場合において、特に必要があるときは、第１２６条から第１２９条までの規

定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。 
 
 ※平成３０年度より、高等学校においても実施できることとした。 

  


